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湖北福祉圏域における日中サービス支援型共同生活援助の指定等に係る評価会議についての実施要領 

 

（１） 日中サービス支援型指定共同生活援助とは  

日中サービス支援型指定共同生活援助とは、障害者の重度化・高齢化に対応するため平成３０年度に創設さ

れた共同生活援助の新たな類型であり、短期入所を併設し地域で生活する障害者の緊急一時的な宿泊の場を

提供することとされており、施設等からの地域移行の促進及び地域生活支援の中核的な役割を担うことが期待さ

れています。  

  

（２） 対象者について  

  日中サービス支援型指定共同生活援助は、日中活動サービス等を利用することが困難な利用者に対して、常時

の支援体制を確保した上で、共同生活住居において日常生活等の支援を行うものであることから、常時の介護を

要する状態にある者等を対象者として想定するものです。  

（指定基準省令 第２１３条の２ 参照）  

  

（３） 報酬について  

  日中サービス支援型指定共同生活援助では、日中をグループホームで過ごす場合と日中活動サービス等を利

用する場合の２つの基本報酬が設けられており、１日単位で選択する仕組みとなっているため、個別支援計画に基

づき適切に運用しなければなりません。また、介護サービス包括型と比較すると、基本報酬は高額となりますが、夜

間支援体制加算や日中支援加算等適用されない加算もあります。  

  

（４） 設備について  

  日中サービス支援型指定共同生活援助は、日中をグループホーム内で過ごす利用者がいることから、居間、食

堂等の利用者が相互交流を図ることができる設備については、利用者の状況や昼夜を通じた介護等の支援を行

うことを考慮した上で、十分な広さを確保する必要があります。また、指定短期入所を併設することが必須です。  

    

（５） 人員について  

人員配置については、以下の表のとおりです。  

管理者  常勤１人（管理業務に支障がない場合は他の職務の兼務可）  

サービス管理責任

者  

利用人数：３０人以下：１人以上  

利用人数：３０人以上：１人に、利用者が３０人を超えて３０又はその端数を増すごとに１人

を加えて得た数以上  

生活支援員  

次の①～④を合算した数以上（常勤換算）  

① 区分３の利用者数を９で除した数  

② 区分４の利用者数を６で除した数  

③ 区分５の利用者数を４で除した数  

④ 区分６の利用者数を２．５で除した数  

共同生活住居ごとに、１日を通じて

生活支援員または世話人１人以上  
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世話人  常勤換算で利用者数を５で除した数以上  

夜間支援従事者  夜間及び深夜の時間帯を通じて１人以上  

サービス管理責任者、生活支援員、世話人、夜間支援従事者のうち、１人以上は常勤  

（指定基準省令 第２１３条の４ 参照）  

  

 

（６） 協議の場の設置について  

  日中サービス支援型指定共同生活援助事業所は、地域に開かれたサービスをすることにより、当該サービスの

質を確保する観点から、地方公共団体が設置する協議会等に対し、定期的に（年１回以上）事業の実施状況等を

報告し、協議会等から評価を受けるとともに、当該協議会等から必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければな

りません。また都道府県知事が必要と認める場合には、事業所指定にあたり、日中サービス支援型指定共同生活

援助を行おうとするものは、協議会等に対し運営方針や活動内容等を説明し、当該協議会等による評価を受け、そ

の内容を都道府県知事に提出しなければなりません。  

長浜市・米原市（以下、「湖北福祉圏域」という。）において、協議会等は長浜米原しょうがい者自立支援協議会

を指します。協議の場は「日中サービス支援型指定共同生活援助事業計画評価会議」（新規指定等時、以下「事

業計画評価会議」と言う。）と、「日中サービス支援型指定共同生活援助定期評価会議」（定期報告時、以下「定

期評価会議」と言う。）と言います。  

（指定基準省令 第２１３条の１０、解釈通知 ４（３）④参照）  

  

① 事業計画評価会議は自立支援協議会運営委員会定例会議後に開催します（15：15～）。事業者は、別紙所

定の様式（日中サービス支援型指定共同生活援助 事業計画シート）に必要事項を記入の上、事業計画評

価会議に出席し運営方針や活動内容等を説明していただき、助言や評価等を受けます。 

定例会議は偶数月第 3水曜（祝日除く）に開催されますので、事業者は指定予定日から逆算して、指定申請

に間に合うよう手続きを行っていただきます。会議開催の依頼は、事業者が行政へ申し出て、行政が自立支援

協議会事務局へ依頼します。いくつかの住居を運営している事業所の場合、類型は事業所ごとに決定を行う

ことから、全ての住居において日中サービス支援型の体制を整える必要があります。 

会議後概ね 4週間以内に事業者には評価会議の内容（会議録等）を報告します。 

 

【事業計画評価会議のメンバー】 

 

 

 

 

  

協議会会長・副会長・専門部会の代表・長浜市しょうがい福祉課、米原市社会福祉課、長浜保健所、

両市社会福祉協議会・基幹相談調整センター・機能強化員・しょうがい当事者・必要に応じてその他機

関等の参加を求める 
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【事業計画評価会議開催までのフロー】 

事業者 行政担当課 自立支援協議会 

   

事業計画評価会議の開催 

   

 

  

新規指定にかかる事前相談 

指定までの手順を説明（事

業計画評価会議について） 
以下の書類を行政担当課へ提出 

・事業計画評価依頼書（様式第

1号） 

・事業計画シート（別紙１） 

・確認書（様式第 2号） 事業計画評価依頼書の提出を受

け、以下の書類を自立支援協会

事務局へ提出 

・事業計画評価依頼書（様式第

1号） 

・事業計画シート（別紙１） 事業計画評価会議の日程を決

定。事業計画評価依頼書に日程

を記入し、コピーを行政担当課

へ提出 

事業計画評価会議の日程を事業

者へ通知 

会議開催後、4週間以内に事業

計画評価会議の会議録を事業者

へ送付。 
会議録を受け取り、指定申請の

手続きを実施 
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② 定期評価会議は毎年 8月の運営委員会定例会議後に開催します（15：15～）。定期評価会議の依頼は、事

業者が行政へ申し出て、行政が自立支援協議会事務局へ依頼します。定期評価会議では、事業者は、別紙

所定の様式（日中サービス支援型指定共同生活援助 事業評価シート）に必要事項を記入の上、評価会議

に出席し事業の実施状況等を報告し、評価を受けるとともに、必要な要望、助言等を聴く機会を設けます。会

議後概ね 4週間以内に事業者には評価会議の内容（会議録等）を報告します。 

 

【定期評価会議のメンバー】 

 

 

 

 

 

 

【定期評価会議開催までのフロー】 

事業者 行政担当課 自立支援協議会 

   

定期評価会議の開催 

   

協議会会長・副会長・専門部会の代表・長浜市しょうがい福祉課、米原市社会福祉課、長浜保健所、

両市社会福祉協議会・基幹相談調整センター・機能強化員・しょうがい当事者・必要に応じてその他機

関等の参加を求める 

以下の書類を行政担当課へ提出 

・定期評価依頼書（様式第 1

号） 

・事業評価シート（別紙 2） 

事業計画評価依頼書の提出を受

け、以下の書類を自立支援協会

事務局へ提出 

・定期評価依頼書（様式第 1

号） 

・事業評価シート（別紙 2） 事業計画評価会議の日程を決

定。事業計画評価依頼書に日程

を記入し、コピーを行政担当課

へ提出 

事業計画評価会議の日程を事業

者通知 

会議開催後、4週間以内に定期

評価会議の会議録を事業者へ送

付。 
会議録を受け取り、行政担当課

へ提出 
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（７） 運用に係るポイント 

・当該事業を利用される方には、運営法人とは別の法人等の計画相談支援又はセルフプラン作成のサポートを受

ける事を原則としている。 

・当該事業所が適切な運営を継続していくためには相談支援専門員等の役割が重要である。当該事業を利用さ

れる方は、当該事業所に対する思いや要望を直接又は、相談支援専門員等を通じて伝えることができる。相談支

援専門員は利用者の思いや境遇から見えてくる課題に対して対応することはもちろん、個別課題を地域課題として

捉え協議会（専門部会等）で協議・検討していく。 

 

・相談支援専門員が実施する個別支援の中から見えてきた課題等を、相談支援専門員研修会等の場で共有し

（基幹相談調整センターで集約）、必要に応じ協議検討の場を設ける。 

 

・当該事業の担当者には、年 1回の評価会議への参加だけでなく、協議会の専門部会への積極的な参加を呼び

かけ、地域の支援者と協働し圏域の状況把握や他の事業者とのネットワークの構築を求める。 

 

・当該事業を地域生活支援拠点等の整備に位置付け、緊急時の対応や地域移行に向けた体験的な利用等に積

極的に取り組むよう求める。 

 

・当該事業者には、評価会議の記録や事業の運営状況をホームページ等への積極的な公表を求める。 

 

 

（８） 関係法令等 

 ●指定基準省令  

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設

備及び運営に関する基準（平成１８年９月２９日厚生労働省令第１７１号）  

●解釈通知  

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設

備及び運営に関する基準について（平成１８年１２月６日障発第１２０６００１号）  

●報酬告示  

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等及び基準

該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１８年９月２９日厚生労働省告示第 

５２３号）  

●留意事項通知  

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等及び基準

該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について 

（平成１８年１０月３１日障発第１０３１００１号）  
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令和 3年 7月 

長浜米原しょうがい者自立支援協議会 
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以下評価会議に必要な様式（参考） 

（様式第１号） 

【 事業計画 ・ 定期 】 評価依頼書 

 

年     月     日  

（宛先）  

長浜米原しょうがい者自立支援協議会 御中  

 

（依頼者） 

        所 在 地 

法 人 名 

                                   代表者職・氏名                                 印 

      担当者名 

        連絡先 

 

下記のとおり、日中サービス支援型指定共同生活援助を実施するにあたり、貴協議会の助言等を受けたいの

で、関係書類を添付して提出します。  

記  

１ 事業所名（予定）  

  

２ 事業所所在地（予定）  

  

３ 事業の開始（予定）年月日  

  

４ 評価会議開催希望月  

   

-------------------------------以下自立支援協議会記入-------------------------------- 

 

評価会議開催日程  

日 時：         年      月      日（      ）       時      分        

場 所：         
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（裏面）  

  

※添付書類（２部用意して下さい）  

 【事業計画評価会議の場合】  

 ・日中サービス支援型共同生活援助事業計画シート（別紙１）  

 ・日中サービス支援型共同生活援助指定に関する確認書（様式２）  

   

【定期評価会議の場合】  

・日中サービス支援型共同生活援助事業評価シート（別紙２）  
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（様式第２号） 

  

  

  

日中サービス支援型共同生活援助の指定に関する確認書  

  

年        月       日 

長浜米原しょうがい者自立支援協議会 御中  

  

  

        所 在 地 

法 人 名 

                                   代表者職・氏名                                 印 

  

 

日中サービス支援型指定共同生活援助を実施するにあたり、下記項目を確認し理解しました。指定を受けた後

は、常に下記項目に記載されている事項を念頭に置き、適正な事業の実施に努めます。  

  

  
チェッ

ク  確認項目  説明  

日中サービス

支援型に対す

る理解  

□  日中サービス支援型が設けら

れた趣旨について正しく理解

している  

本類型は、障害の重度化・高齢化に対応す

るために設けられた類型であり、重度障害

者や高齢障害者の受け入れを前提としてい

るか  

□  他の類型との報酬単価・加算

の違いを理解している  

収支シュミレーションをし、他の類型との

比較をした上で日中サービス支援型を選択

しているか  



10 

 

□  日中は住居外の社会資源を利

用して入居者の支援を行うこ

とが基本であり、住居内で支

援が完結することは例外的な

対応であることを理解してい

る  

利用者の生活が事業所都合により安易に住

居内で完結したものとならないよう、可能

な限り日中は住居外で活動してもらうべき

であることを理解しているか  

入居（予定）者の必要に応じて、外出支援

の利用を促すこと  

 本サービス類

型による指定

の必要性  

□  他の類型ではなく、日中サー

ビス支援型による指定を必要

とする理由がある  

外部の日中活動サービス等を利用すること

ができず、日中を住居内で過ごさざるを得

ない入居（予定）者がいる等。  

日中活動サービスの休業日である土日等を

入居（予定）者がグループホーム内で過ご

す場合にはこれに該当しない  

住居内で提供

する日中サー

ビス  

□  日中サービスを実施するため

に必要な職員体制を確保して 

いる（確保できる予定であ

る）  

予定している日中サービスの提供にあたっ

て必要となる人員（人数及び職種）が確保

されているか  

□  日中サービスを実施するため

の場所や必要な設備を確保し

ている（確保できる予定であ

る）  

予定している日中サービスの提供にあたっ

て必要となるスペースや設備が確保されて

いるか  

利用者が自身の居室内のみで過ごすことの

ないよう、交流スペースがしっかり確保さ

れているか  

地域生活の支

援  

□  入居者が充実した地域生活を

送ることができるよう、地域

との交流に繋がる取り組みが

ある（取り組みを予定してい

る）  

入居者が充実した地域生活を送ることがで

きるよう外出や余暇活動等の社会生活上の

支援に努めなければならないと定められて

おり、地域との交流に繋がる取り組みがあ

るか  

外出支援の利用が個々のニーズに応じて適

切に考えられているか  
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 □ 地域生活支援拠点等の機能・

役割を十分に理解し、当該事

業所が湖北福祉圏域の地域生

活支援拠点等の整備に位置付

けられている（位置づける予

定をしている）ことを理解し

ている。 

地域で生活する障害者の緊急一時的な宿泊

の場の提供や、地域移行に向けた体験的な

利用等に積極的に取り組み、地域生活支援

の中核的な役割を担うよう努力をしている

か 

入居者の健康

管理  

□  入居者の健康状態の変化を把

握できるよう、医療機関との

連携がある（連携を予定して

いる）  

入居者が重度・高齢障害者であることや、

住居内で生活が完結することなどから、他

の類型以上に入居者の健康状態への配慮が

必要である。医療機関との連携、訪問診療

等、医療的ケアが提供できるスタッフの配

置の検討をしているか  

計画相談  □  入居者に対するモニタリング

が実施されるよう、指定計画

相談支援事業所との連携があ

る（連携を予定している）  

本類型は、入居者の意思確認を適切に行う

必要があることから、モニタリング実施標

準期間が３ヶ月と短く、またホームを運営

する事業者と計画相談の事業者は異なるこ

とが望ましいとされている  

自立支援協議

会 

□ 評価会議だけの関りではな

く、専門部会等に参加の予定

をしている。 

協議会の専門部会等へ積極的に参加し、地

域の支援者と協働し圏域の状況把握や他の

事業者とのネットワークの構築に努力をし

ているか 

  


